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総 務 局 

監  査  結  果 

（指  摘  事  項） 
改  善  措  置 

１ 給与等 

(8)職員に対する支出 

  外部公所厚生費については公費財源措

置（市から仙台市職員互助会に対する補

助）が行われている。当該補助金は市職

員の福利厚生の充実を目的としたもので

あることから，上記支出が福利厚生費の

範囲として適切かどうかが問題となる。 

  この点につき，以下の要素を鑑みれば，

外部公所厚生費を職員へ直接支給するこ

とは給与条例主義の観点から不適切であ

る。 

 上記支出の原資の概ね 2 分の１は

市（雇用者）からの補助金である

ことから，経済的な実態として，

市から市職員に対して概ね 2 分の

１相当額の経済的利益を供与して

いることと同様であること。 

 当該経済的利益の供与が給与では

なく，福利厚生費として社会通念

上相当と認められるかどうかが問

題となる。この点につき，民間で

は福利厚生費相当額を直接支給す

ることは給与課税（所得税法第

183 条第 1 項）の問題もあり，福

利厚生の一環として実施すること

は少ないと思われる。このことか

らすれば，当該支給は実質上の勤

務地手当と認められ，社会通念上

相当と認められる範囲の福利厚生

費というには無理があること。 

 

 

  

指摘されている外部公所厚生費につい

ては，平成 22年度より公費を充当しない

こととした。 


